別記第４号様式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　
　　東京都知事　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　事務所の所在地　
　　　　　　　　　　　　　　　　法　　人　　名　
　　　　　　　　　　　　　　　　法人代表者　
令和　　年度消費税仕入控除税額報告書
　令和　　年　　月　　日　　福祉障地第　　　号で交付決定を受けた令和　　年度受注促進・工賃向上設備整備費補助金に係る消費税仕入控除税額については、下記のとおり報告する。
　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　施設の種別　　 
２　施設の名称　　 
３　補助事業の確定額　　金　　　　　円
４　補助金返還相当額　　金　　　　　円
　　　　　　　　　　　　（消費税の申告により確定した消費税控除税額　　　　　　　　　　　　（要補助金返還相当額））
５　積算内訳等　　（４の消費税仕入控除税額の積算内訳等を添付）

別記第４号様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　捨
　　　　　　　　　　　　　　　印
　　東京都知事　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　事務所の所在地　○○○―×－×－１
　　　　　　　　　　　　　　　　法　　人　　名　社会福祉法人○○
　　　　　　　　　　　　　　　　法人代表者　～～　～～　印
令和　年度消費税仕入控除税額報告書
　令和　年　月　日　福祉障地第２××５号で交付決定を受けた令和　年度受注促進・工賃向上設備整備費補助金に係る消費税仕入控除税額については、下記のとおり報告する。
　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　施設の種別　 障害福祉サービス事業所
２　施設の名称　 ●●●●
３　補助事業の確定額　金　○○○　円
４　補助金返還相当額　金　△△△　円
　　　　　　　　　　　（消費税の申告により確定した消費税控除税額　　　　　　　　　（要補助金返還相当額））
５　積算内訳等　（４の消費税仕入控除税額の積算内訳等を添付）

（記入例）








「４　補助金返還相当額」の記載方法





消費税申告の必要が無く、法人が消費税申告をしていない場合


「金　０円（消費税申告無し）」とご記入ください。





法人が消費税申告をしており、簡易課税適用となっている場合


「金　０円」とご記入の上、当該年度の「消費税及び地方税の確定申告書」及び「付表５　控除対象仕入税額の計算表」を添付してください。





法人が消費税申告をしており、簡易課税適用無しで特定収入割合５％以上の場合


「金　０円」とご記入の上、当該年度の「消費税及び地方税の確定申告書」、「付表２　課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」及び特定収入割合（特定収入の合計額／資産の譲渡対価の合計額＋特定収入の合計額）の計算書をご提出ください。





法人が消費税申告をしており、補助対象経費にかかる消費税を個別対応方式において「非課税売上のみに要するもの」として申告している場合


「金　０円」とご記入の上、当該年度の「消費税及び地方税の確定申告書」及び補助対象経費にかかる消費税を個別対応方式において非課税売上のみに要するものと計上していることが分かる書類をご提出ください。





法人が消費税申告をしており、簡易課税適用無しで特定収入割合５％以下の場合


ア　課税売上割合が９５％以上


　　補助金額×１０／１１０＝返還額


イ　課税売上割合が９５％未満であって、個別対応方式により消費税申告している場合


　　A+B＝返還額


　　A　課税売上げのみに要する補助対象経費に使用された補助金


　　　　補助金額×１０／１１０＝返還額


　　B　課税売上げと非課税売上に共通して要する補助対象経費に使用された補助金


　　　　補助金額×１０／１１０×課税売上割合＝返還額


ウ　課税売上割合が９５％未満であって、一括比例方式により消費税申告している場合


　　補助金額×１０／１１０×課税売上割合＝返還額





返還額を「金　△△円」と記載し、当該年度の「仕入控除税額報告書」、「消費税及び地方税の確定申告書」、「付表２　課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」及び特定収入割合（特定収入の合計額／資産の譲渡対価の合計額＋特定収入の合計額）の計算書をご提出ください。（後に、補助金の返還手続きを行います。）








